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公印 

（ガルーダ） 

投資奨励委員会告示 

第 1/2549 号 

既存事業に対する第 36(1)条と第 36(2)条の権利・恩典の付与 

 

1991 年投資奨励法（第 2 号）によって改正された 1977 年投資奨励法に基づいた第 36(1)条および

第 36(2)条の権利・恩典を既存事業に付与すべきだと判断したため、 

1977 年投資奨励法の第 16 条第 2 段に準拠し、投資奨励委員会は既存事業に対する第 36(1)条お

よび第 36(2)条の権利・恩典の付与に関する基準を制定して告示する。 

1. 以下の業種について、土地代と運転資金を含まない投資金額が百万バーツ以上の既存企業

であること。 

 自動車部品の製造業 

 プラスチック製品またはプラスチック被覆製品の製造業 

 電化製品・電子製品およびその部品の製造業 

2. 投資奨励委員会事務局から承認された協会または機関によって認定された事業者であること。 

3. 本告示の被投資奨励者に対して、第 36(1)条と第 36(2)条の権利・恩典が 1 年間付与される。そ

して、事務局の規定に従って、延長の審査が受けられる。 



 

 

4. 被投資奨励者は事務局の定めた規定、手続きに従って、第 36(1)条と第 36(2)条の権利・恩典を

適用しなければならない。 

5. この奨励を受ける希望者は 2007 年 12 月 31 日までに奨励申請書を提出しなければならない。 

以上、2005 年 12 月 8 日より施行する。 

       告示日 2006 年 2 月 15 日 

（署名） 

（ソムキット・ジャトゥシーピタック） 

副首相 

委員長 


